
第87回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　
連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表
　

（自 2019年１月１日 至 2019年12月31日）

連結株主資本等変動計算書、連結注記表及び株主資本等変動計
算書、個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(https://www.fujita-kanko.co.jp/ir/event/meeting.html)
に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2019年１月１日から）2019年12月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 12,081 5,431 6,004 △930 22,587
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479 △479
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △285 △285
自 己 株 式 の 取 得 △0 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 ― △0 △764 △0 △765
当 期 末 残 高 12,081 5,431 5,240 △931 21,821
　

　
　

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 2,322 △73 △139 △187 1,922 215 24,724
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △285
自 己 株 式 の 取 得 △1
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（ 純 額 ） 2,419 2 △25 123 2,519 △40 2,479

当 期 変 動 額 合 計 2,419 2 △25 123 2,519 △40 1,713
当 期 末 残 高 4,741 △71 △164 △63 4,442 175 26,438

　

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
　

　
（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。
　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数および名称
連結子会社の数 28社
連結子会社の名称
藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、㈱ビジュアライフ、札幌ワシントンホテル㈱、浦
和ワシントンホテル㈱、㈱福井ワシントンホテルサービス、ＷＨＧ西日本㈱、ＷＨ
Ｇサービス㈱、リザベーションサービス㈱、伊東リゾートサービス㈱、鳥羽リゾー
トサービス㈱、ＷＨＧ関西㈱、下田アクアサービス㈱、藤田リゾート開発㈱、藤田
グリーン・サービス㈱、藤田観光マネジメントサービス㈱、藤田プロパティマネジ
メント㈱、㈱Share Clapping、㈱Share Clapping Fukuoka、太閤園㈱、㈱ア
ウトドアデザインアンドワークス、藤田セレンディピティ㈱、ＷＨＧホテルタビノ
ス㈱、藤田(上海)商務咨詢有限公司、WHG KOREA INC.、台湾藤田観光股份有限
公司、MYANMAR FUJITA KANKO LIMITED、PT.FUJITA KANKO
INDONESIA
なお、前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました藤田観光ワシントンホテル旭川
㈱は当連結会計年度に清算し、清算時までの損益を連結しております。

（２）主要な非連結子会社の名称等
非連結子会社はありません。

　
２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した関連会社の数および名称
持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社の名称 東海汽船㈱

（２）持分法を適用していない関連会社の名称
ワシントン・コンドミニアム㈱
当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等の重要性が乏しい

ため、持分法の適用の範囲から除いております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちMYANMAR FUJITA KANKO LIMITEDの決算日は３月31日でありま
す。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財
務諸表を基礎としております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており
ます。

　
４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券 …償却原価法（定額法）

　 その他有価証券
（時価のあるもの） …連結会計年度末前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に
より算出しております。）

（時価のないもの） …総平均法による原価法
②たな卸資産

　 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
仕掛品 …個別法による原価法
商品、原材料、貯蔵品 …移動平均法および最終仕入原価法併用による原価法

③デリバティブ …時価法
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法
なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。
また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却
しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法（ソフトウェアを除く）
　 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

③リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。
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（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒
実績から算出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別
に債権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年
度の負担額を計上しております。

③役員賞与引当金
取締役に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年
度の負担額を計上しております。

④ポイント引当金
将来のポイントの使用により発生する費用に備えるため、当連結会計年度末において発生
していると認められるポイント債務額を計上しております。
⑤事業撤退損失引当金
事業の譲渡、撤退に伴い発生することとなる損失の見込額を計上しております。
⑥固定資産撤去費用引当金
固定資産の撤去に伴う支出に備えるため、当連結会計年度末において発生していると認め
られる費用の見込額を計上しております。
⑦災害損失引当金
災害による被害に伴い発生することとなる損失の見込額を計上しております。
⑧役員退職引当金
執行役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。連結子会社の一部は、役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。
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（４）退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。
③小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めております。

（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりますが、特例処理の適用要件を満たしている金
利スワップについては、特例処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段…デリバティブ取引（金利スワップ取引）
　 ヘッジ対象…借入金金利
③ヘッジ方針
金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘ
ッジしております。
④ヘッジの有効性評価の方法
原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の金利変動
の累計とヘッジ手段の金利変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして、評価し
ております。ただし、金利スワップの特例処理を採用している場合は、決算日における有
効性の評価を省略しております。
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（７）のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却方法については、投資対象ごとに投資効果の発現する期間を見積もり、10
年で均等償却しております。

（８）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①消費税等の会計処理方法

　 税抜方式によっております。
②連結納税制度の適用

　 当社および一部の連結子会社は連結納税制度を適用しております。

（表示方法の変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」 (企業会計基準第28号 2018年２月16日)等
を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（会計上の見積りの変更）
退職給付に係る会計処理において、従来、数理計算上の差異の費用処理年数は12年として

おりましたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したため、当連結会計年度より費用処理年数
を11年に変更しております。
これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整

前当期純損失はそれぞれ10百万円悪化しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 84,219百万円
２．担保提供資産
有形固定資産 33,655百万円
投資有価証券 6,321百万円
上記の資産は、長期借入金（１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む）および短期
借入金38,111百万円の担保に供しております。

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類および総数に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 12,207,424株 －株 －株 12,207,424株
　
２．剰余金の配当に関する事項
（１）配当金支払額
　

株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2019年３月27日
第86回定時株主総会 普通株式 479百万円 40円00銭 2018年12月31日 2019年３月28日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

　 2020年3月26日開催の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。
　

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年3月26日
第87回定時株主総会 普通株式 359百万円 利益剰余金 30円00銭 2019年12月31日 2020年３月27日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金調達計画に基づき、必要な資金を銀行等の金融機関からの借入により調

達しております。
受取手形及び売掛金は顧客に対する信用リスクを有しておりますが、取引相手ごとに残高管理

を行うなど、リスクの低減を図っております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクを有し

ておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク管理を行っております。
デリバティブについては、借入金の金利変動リスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定

して利用しており、投機的な取引は行っておりません。
　
２．金融商品の時価等に関する事項
2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。
（単位：百万円）

　

連結貸借対照表計上額（※1） 時価（※1） 差額
（1）現金及び預金 3,424 3,424 －
（2）受取手形及び売掛金 5,241 5,241 －
（3）投資有価証券 18,402 18,478 76
（4）支払手形及び買掛金 （1,505） （1,505） －
（5）短期借入金(※2) （3,230） （3,230） －
（6）長期借入金(※2) （41,238） （41,276） 37
（7）デリバティブ取引(※3) （102） （102） －
　

（※1）負債で計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※2）１年以内に返済期限の到来する長期借入金（連結貸借対照表計上額7,526百万円）については、「(6) 長

期借入金」に含めております。
（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる場合

は（ ）で示しております。
（注）1 金融商品の時価の算定方法
（1）現金及び預金ならびに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
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（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、国庫債券は取引金融機関から提示された価格
をもって時価としております。

（4）支払手形及び買掛金ならびに（5）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（6）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例処理の対象とさ
れており、当該スワップ金利と一体として処理された元利金の合計額を、同様に借入を行った場合に適用
される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（7）デリバティブ取引
取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、金利スワップの特例処理によるも
のは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入
金の時価に含めて記載しております。

（注）2 非上場株式等市場価格がないもの（連結貸借対照表計上額209百万円）については、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

（注）3 差入保証金（連結貸借対照表計上額8,801百万円）および会員預り保証金（連結貸借対照表計上額
10,581百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため記載を省略しております。

　
（賃貸等不動産に関する注記）
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,192円09銭
２．１株当たり当期純損失 23円82銭
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株主資本等変動計算書
　

（2019年１月１日から）2019年12月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 12,081 3,020 2,420 5,440
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0 0
固定資産圧縮積立金の取崩
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0
当 期 末 残 高 12,081 3,020 2,420 5,440
　

　
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 853 2,723 3,577 △900 20,199
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479 △479 △479
当 期 純 利 益 225 225 225
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 0 0
固定資産圧縮積立金の取崩 △35 35 － －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 △35 △219 △254 △0 △255
当 期 末 残 高 818 2,504 3,323 △901 19,944
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（単位：百万円）
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券評価差額金 繰 延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 2,299 △73 2,226 22,425
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479
当 期 純 利 益 225
自 己 株 式 の 取 得 △1
自 己 株 式 の 処 分 0
固定資産圧縮積立金の取崩 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 2,417 2 2,420 2,420

当 期 変 動 額 合 計 2,417 2 2,420 2,164
当 期 末 残 高 4,717 △71 4,646 24,590

　

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　

　
（継続企業の前提に関する注記）
該当事項はありません。
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準および評価方法
①有価証券
満期保有目的の債券 …償却原価法（定額法）
子会社株式および関連会社株式 …総平均法による原価法
その他有価証券
（時価のあるもの） …事業年度末前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は総平均法により算出しております。）

（時価のないもの） …総平均法による原価法
②たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、原材料、貯蔵品 …移動平均法および最終仕入原価法併用による原価法
③デリバティブ …時価法

　
２．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。
また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却し
ております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法（ソフトウェアを除く）
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間 (５年）に基づく定額法を採
用しております。
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③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

　
３．引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実
績から算出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債
権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負
担額を計上しております。
③ポイント引当金
将来のポイントの使用により発生する費用に備えるため、当事業年度末において発生してい
ると認められるポイント債務額を計上しております。
④事業撤退損失引当金
事業の譲渡、撤退に伴い発生することとなる損失の見込額を計上しております。

⑤固定資産撤去費用引当金
固定資産の撤去に伴う支出に備えるため、当事業年度末において発生していると認められる
費用の見込額を計上しております。
⑥災害損失引当金
災害による被害に伴い発生することとなる損失の見込額を計上しております。

⑦退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。
⑧役員退職引当金
執行役員等の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。
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４．重要なへッジ会計の方法
①ヘッジ会計の処理方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりますが、特例処理の適用要件を満たしている金利
スワップについては、特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…デリバティブ取引（金利スワップ取引）
ヘッジ対象…借入金金利
③ヘッジ方針
金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッ
ジしております。
④ヘッジの有効性評価の方法
原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の金利変動の
累計とヘッジ手段の金利変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして評価しており
ます。ただし、金利スワップの特例処理を採用している場合は、決算日における有効性の評
価を省略しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる事項
①消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。
②連結納税制度の適用
当社は連結納税制度を適用しております。
③退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処
理の方法と異なっております。

（表示方法の変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」 (企業会計基準第28号 2018年２月16日)等
を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰
延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（会計上の見積りの変更）
退職給付に係る会計処理において、従来、数理計算上の差異の費用処理年数は12年として

おりましたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したため、当事業年度より費用処理年数を11
年に変更しております。
これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純損

失はそれぞれ10百万円悪化しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 77,108百万円
２．担保提供資産
有形固定資産 33,264百万円
関係会社株式 6,321百万円
上記の資産は、長期借入金（１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む）および短期
借入金38,111百万円の担保に供しております。

３．偶発債務
偶発債務として下記のとおり銀行取引に対する保証債務があります。
WHG KOREA INC. 378百万円

４．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
短期金銭債権 5,634百万円
長期金銭債権 102百万円
短期金銭債務 2,519百万円
長期金銭債務 2,003百万円

　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高は次のとおりであります。
売上高 1,384百万円
売上原価・販売費及び一般管理費 3,955百万円
営業取引以外の取引高 127百万円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

　

株式の種類 当事業年度期首
の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 220,245株 462株 163株 220,544株
（注）普通株式の自己株式の変動は、単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加462株であります。ま

た減少は、単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少163株であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の主な原因の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 2,723百万円
減損損失 2,523百万円
関係会社株式評価損 422百万円
貸倒引当金 414百万円
資産除去債務 171百万円
投資有価証券評価損 146百万円
固定資産撤去費用引当金 144百万円
繰越欠損金 103百万円
災害損失引当金 96百万円
繰延ヘッジ損益 31百万円
役員退職引当金 21百万円
建設仮勘定 1百万円
事業撤退損失引当金 1百万円
その他 321百万円
繰延税金資産小計 7,123百万円
評価性引当金 △3,397百万円
繰延税金資産合計 3,726百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,880百万円
固定資産圧縮積立金 △360百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △80百万円
繰延税金負債合計 △2,321百万円
繰延税金資産の純額 1,405百万円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 6,259百万円
１年超 57,121百万円
合計 63,381百万円

　
（関連当事者との取引に関する注記）
子会社

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社 ＷＨＧ関西㈱ 所有
直接100％

グループにおける
ホテル経営

グループＣＭＳ制度
による資金の貸付 ― 短期貸付金 1,199

（注）資金の貸付については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、金利は市
場金利を勘案して合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,051円44銭
２．１株当たり当期純利益 18円77銭
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